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　インドネシアの銀行業に関する意識調
査2013は、PwCインドネシアによる第4
回目の年次意識調査である。

　本調査は、インドネシアの銀行業界が
どのような戦略を考えているか、どのよ
うな成長機会を求めているのか、どのよ
うな課題に直面しているのか、などにつ
いて理解を深めることを目的としてい
る。本調査は、インドネシア銀行業界に
対する規制環境が厳しくなる中で、業務
の拡大、ガバナンスおよびリスク管理と
いった領域に関する取り組み方について
共有するものである。

　昨年の調査では、安定した国内成長と米
国経済の回復の兆しを受け、インドネシア
銀行業界は全般的に楽観的な姿勢を示して
いた。実際には2012年を通して、グローバ
ル危機が和らぐことはなく、欧州経済の低
迷がグローバル市場での主な懸念事項と
なった年になった。このような不安定かつ
課題の多いグローバルな経済環境にもかか
わらず、本調査で89%の銀行が2012年度
末時点で予算を達成、あるいは上回ったと
回答していることは喜ばしいことである。

　本年度の調査結果は、グローバル経済
の相互関連および相互依存の高まりを背
景に、インドネシアの銀行がグローバル
経済の混乱によって受ける影響に対し
て今まで以上に関心を強めていることを
示している。一方で、インドネシアの銀行
は、市場における競争力の向上に注力し
続けるとともに、インドネシアでの成長
を楽観する見方も示している。

　本調査は、インドネシアの銀行セク
ターの上級幹部および経営陣を対象とし
て 実 施 さ れ た。2012年12月 か ら2013
年2月までに実施されたアンケートから、
80の有効回答が得られた。回答を得られ
た銀行は、資産規模で業界全体の74%に
相当する。

　見解を共有して下さった回答者の方々
に感謝いたします。本調査の継続的な成
功には、回答者の方々の率直な意見が欠
かせません。回答者の時間と尽力および
見解の共有がなければ本調査は成功しな
かったでしょう。私たちは、本レポートが
読者にインドネシアの銀行経営者の見解
について幅広い理解を提供するものであ
ると自負しています。今後の調査方法改
善、最適な情報提供のために、レポート
に関するフィードバックを歓迎します。
より詳細な情報については、PwCの金融
サービスパートナーにご連絡下さい。
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マクロ経済の状況 

　インドネシア経済は着実に高い
成長を続けており、これは海外か
らの投資先としてインドネシアの
重要性が高まっていることにも反
映されている。世界経済が不安定
であるにもかかわらず、インドネ
シア経済は安定した成長が維持さ
れていることを前向きにとらえる
一方、今回の調査で多くの回答者
は、ユーロ圏の危機とグローバル
経済の低迷に対して一定の懸念を
表明している。

　金融システムの発展については
明確になった事実がある。それは金
融システムの発展が効率性と信頼
性の向上に繋がっており、それが持
続可能な経済成長を実現する上で
重要な基盤を提供しているという
ことである。

成長戦略 

　リスク管理への関心が高まって
いることを受けて、銀行は、昨年度
の調査で優先順位の高かった支店
の拡大やコスト管理よりも、リス
ク管理の強化と資本のより有効な
活用を重視しつつある。しかしなが
ら、全体として多くの銀行はいまだ
に支店ネットワークを拡大しよう
としており、それ以外の銀行の多く
も既存の支店ネットワークを最大
限に利用することに注力している。

　 人 材 不 足 は 業 務 拡 大 の 足 枷 と
なっている。有効な支店ネットワー
ク拡大のためには、この課題を乗り
越えなければならないことは明ら
かである。

　その他に既存ネットワークを最
大限に利用する上で重要なことは、
既存の販売チャネルにおけるクロ
スセルおよびネットバンキングの
拡大に一段と取り組むことである。
ネットバンキングの拡大は、ター
ゲット顧客にサービスを提供する
上で支店ネットワークの有効な代
替手段となる。
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リスク管理、コーポレートガバナンス
および規制 

　本年度は、信用リスクがオペレーショ
ナルリスクにとって代わって主要な懸
念事項なった。リスクの増大に対応する
ために、ガバナンス、リスク管理、および
当たり前になりつつあるコンプライア
ンス機能を統合する動きがみられるこ
とは明るい兆候である。

　今回の調査でも人材不足およびITシ
ステムの不備が懸念事項として挙げら
れているが、特に今回は不正リスクとの
関連で重要視されている。多くの回答者
が不正リスクは減少していると考えて
いるが、これらの分野が不正の源となる
可能性が最も高いと認識された。

　コンプライアンスリスクについては、
ある特定の規制が注目されているとい
うことはなかった。

事業開発および成長の見通し 

　インドネシアはいまだに銀行を
利 用 し て い な い 人 口 が 比 較 的 多
く、人口の半数以上が本来の金融
チャネルへのアクセスを有してい
ない。経済成長を継続するために、
銀行セクターは成長を続ける必要
がある。

　概して回答者は、成長の見通しは
明るいとしている。貸出および預金
の両方の拡大が予想されており、平
均的な伸び率の見込みは10%から
30%となっている。成長目標を達成
する上での主要な阻害要因として
は、規制の増加および市場における
競争激化が挙げられており、人材不
足も顕著な要因とされている。

　中小企業（SME）向けビジネスは
銀行が成長する上での主要な原動
力となる可能性が高い。中小企業へ
の貸出に関する新たな規制が後押
しすると考えられている。一部の銀
行ではM&Aなど本業以外による成
長も視野にいれている。

業績 

　業績の見通しは明るく、ほとんどの
銀行が予算を達成するか上回ると回
答している。多くの銀行は従業員の増
員を計画しているが、どこにおいても
スキルと経験を有するスタッフの不
足が業務拡大の制約要因となってい
る。十分な人材がいると回答したのは
回答者の5人に1人にとどまっている。
経験豊富でスキルのある従業員は少
なく、特に貸出業務分野とIT分野でひ
ときわ不足感が強い。

　銀行は、スキルのある貸出担当者に
加え、2013年に見込まれているITイ
ンフラ投資の大幅な積み増しに対応
するため、経験豊富なIT担当者も必要
としている。

　今回回答した銀行員の多くは、日常
の業務について非常に満足している
ように見られ、休日出勤をしている銀
行員も多少はいる。一方で業務時間お
よび業務の密度に関しては満足度が
下がり、一部においては報酬に関する
不満もある。
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堅調な経済見通し
　インドネシアは成長率が最も高い経済
の一つであり、今後3年間の実質GDP成
長率は年平均6.2%と見られている。PwC
が発刊した『2050年の世界』では、インド
ネシア経済は2050年までに、購買力平価

（PPP）でみてドイツ、フランスまたは英
国の経済規模を凌駕することが予想され
ている。

　好調な国内経済と安定した物価水準
は、中流クラスの消費者セクターの台頭
を後押しした。グローバル経済が低迷す
る一方、インドネシア経済は過去8年間、
年平均6.2%の経済成長率を続けていた。
また、インドネシアの株式市場は、過去1
年間で12.6%上昇した。国内経済の安定
が認められるなかで、海外からの投資も
増加している。これによって、GDPに対す
る投資の比率は上がっており、現時点で
は1997年／98年の通貨危機の水準を上
回っている。

図1：CEOが重視する市場の上位10カ国の半数が新興国市場である。

今後 12 カ月において、貴行の本社所在国以外で、貴社が成長する上で最も重要な国を三つあげてください。（最大三つまで）

カナダ

日本

中国

インド

ドイツ

ブラジル

米国

インドネシア

ロシア英国5%  

5%  

10%

12%

15%

23%
31%

7%

8%

6%  

出典：PwC 第 16 回世界 CEO 意識調査
（回答者数：1,330 名）

　このうち4カ国は、予想通りBRIC諸国
であるが、インドネシアが今回初めて上
位10カ国入りした。この事実は、世界の
CEOが経済力のシフトに敏感に反応して
いることを示している。「エコノミスト」

による『アジアの景気見通しに関する調
査』も同様の調査結果を示しており、アジ
アにおいて重視される投資先としてイン
ドネシアを上回る国は中国とインドのみ
となっている。

　68カ国から1,300人のCEOが参加した
最新の『PwC世界CEO意識調査』では、各
国のCEOは新興国において成長機会を求
めている。CEOが業務を拡大する上で重
要であると考える上位10カ国のうち五つ
までが新興国であった。
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図2：

質問：2013 年のインドネシア経済はどうなると思いますか。

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

87%

6%

4%

1%

2%

90% 100%

 成長、  インフレ

 成長、  インフレ

 成長、  インフレ

 成長、  インフレ

安定した成長、
緩やかなインフレ

　回答者の多くは、グローバル経済の先行
きが不確実ななかにおいても、インドネシ
ア経済の先行きについては総じて肯定的
な見方を示している。回答者の87%は、イ
ンフレが安定したままで経済は堅調に成
長していくと予想している。
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世界経済の影響
　先行きの見通しは明るいが懸念材料も
ある。インドネシアルピアの為替レート
は、現在のところ通常の範囲内で変動して
いるが、インドネシアの経常収支の悪化に
伴い、2012年は米ドルに対して下落した。
インドネシアの経常収支のうち貿易収支
は赤字を計上したが、年間を通じて貿易収
支が赤字になったのは1960年代後半以
降では初めてのことである。輸出が世界的
な需要の落ち込みと国際商品価格の下落
により影響を受ける一方、輸入が資本財、
原材料および中間財に対する国内需要の
拡大により増加した。

　世界経済の減速（欧州危機を含む）に対
するインドネシア経済の脆弱性について、
影響が最小限にとどまるとした回答者は
7%にとどまった。回答者の15%は、イン
ドネシア経済に短期的に大規模な影響が
及ぶと回答したが、昨年の調査ではこれほ
どのレベルの懸念を示してはいなかった。

図4：

質問：過去 3 年間におけるインドネシアの金融環境の変化について、最も当てはまるものはどれですか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

7% ほとんど改善していない

大幅に改善した37%

わずかに改善した56%

図3：

質問：世界経済の減速や欧州危機によってインドネシア経済はどの程度影響を受けるとお考えですか。

73%
中程度の
影響を受ける

5% 
直ちに大きな影響を受ける

15%
短期的に大きな影響を受ける

7%
影響はわずか

金融システムおよび環境の改善
　安定的で確立された金融システムがあ
れば、強固かつ効果的な規制および監督と
ともに、景気循環による混乱や変動を凌ぐ
ことができる。回答者の93%が、過去三年
間にインドネシアの金融環境が改善され
たと回答しているのは喜ばしいことであ
る。より効率的で信頼性の高い金融システ
ムへの移行は経済成長を持続する上で欠
かせない要素である。
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効率的な資本の活用が現時点で
最優先事項である
　金融の安定性確保および予想される金
融リスクの低減を目的として、規制当局で
あるインドネシア中央銀行（BI）は、銀行
業界に対してより一層のリスクベースに
よる資本計算アプローチを求める最低所
要自己資本規制を導入した。また、最近導
入された、銀行に自己資本充実度に関する
評価プロセス（ICAAP）の提出を義務付け
る規制は、リスク管理を事業活動に組み込
み、資本管理について統合的なアプローチ
を行うというコミットメントを反映して
いる。加えて、当局からは、銀行によるリス
ク管理および統制が強化されることへの
期待が高まっており、これも金融の安定性
の確保に関するコミットメントを示して
いる。

　これらの背景を踏まえ、銀行は、注力す
べき分野として、新商品開発および戦略
策定に加えて、資本の有効活用、リスク管
理および資産負債構造の最適化も重視し
ている。回答者の18%が、最優先事項は資
本の有効的活用および資本効率向上への
注力であるとしており、次いでリスク管
理および統制力の向上（17％）であると
している。

図5：

質問：2013 年の戦略目標の上位 3 項目は何ですか。

事業構造を調整し、
新たな戦略的産業／商品に注目する

e バ ン キ ン
グの取り組
み を 含 む
チャネル構
築の最適化

コアバンキ
ングに関す
る IT システ
ムの見直し

リスク管理と統制能力の強化

資産負債構
造の最適化

優秀な人材
の採用およ
び維持

コーポレー
ト・ガバナ
ン ス・ フ
レームワー
クの改善

ブランド／
企業イメー
ジの構築

金融に関す
るイノベー
ションの開
発と応用

資本の有効的活用に注力し、
資本効率を向上させる

18%

17%

14%

13% 11% 7% 6% 5% 4% 3% 2%

その他

　これらの回答結果は、支店ネットワーク
の拡大および費用効果の改善が優先事項
とされた昨年の調査結果からは変化して
きている。

　規制環境が一段と厳しくなるなか、銀行
業界には、一連の法規制上の義務を果たす
ために、有効なリスクガバナンスおよびコ

ンプライアンスフレームワークの強化、維
持が求められている。
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図6：

質問：2013 年における国内の支店ネットワーク拡大についてどう考えていますか。

2% 
拡大しない

23% 
拡大予定はなく、
既存のネットワークの
最適化のみ

2% 
判断を保留

73% 
引き続き
拡大する

銀行はまだ支店を必要としている
　銀行は昨年に比べ、支店ネットワーク
の拡大に積極的ではなくなっている。昨
年の調査では、回答者の19%が支店の
新規開設を考えていなかったが、今年は
25%が支店ネットワークを拡大するこ
とを保留した。多くの銀行は、新しい支店
を開設するよりも、いかにして既存の支
店ネットワークチャネルを最大限利用す
るかを模索している。この調査結果は、銀
行の戦略の中心が支店ネットワークの拡
大からシフトしていることと合致してい
る。しかし一方でまた、回答者の73%は、
引き続き支店ネットワークの拡大が続
くと考えており、ターゲット顧客にアプ
ローチする上では、やはり支店という形
態が最も効果的なチャネルの一つである
ことを示唆している。
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図7：

質問：効果的なネットワーク拡大を行う上で最も大きな課題は何ですか。

管理範囲の拡大および内部統制の有効性低下

既存の管理モデルの変更を要する経営階層の増加

14%

11%

図8：

質問：チャネルに関する取り組みのうち優先度が高いものは次のどれですか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

現地における
人材の不足53%

既存の事業プロセスの調整

決済ネットワークおよび IT システムによる制約

19%

3%

さまざまな販売チャネルの統合
およびクロスセリングの強化35%

e バンキング（オンライン、モバイル、
テレホン）の市場シェア拡大28%

既存の支店におけるサービス機能の改善24%

ATM 設置台数の増加8%

利益の低い販売チャネルの廃止2%

3% その他

人材への需要が常に存在する
　回答者の53%は、支店ネットワークの
拡大を行う上で、現地における人材不足が
最大の足かせだと考えている。インドネシ
アの主要地域において、経験豊富でスキル
のある人材の供給が限られていることは、
多くの銀行が地方でのネットワーク拡大
を行う上で主要な課題となる。

サービスチャネルを多様化するための
取り組み
　回答者の35%は、現在のチャネルに関
する取り組みの最優先事項は、異なる販売
チャネルを統合し、クロスセリングを強化
することであり、その次に優先するものと
してeバンキングにおける市場シェアの
拡大であると回答した。非伝統的な手法と
ブランチレスバンキングの業務開発を通
じて銀行業務のアクセスを広げることは
今後の成長戦略の一部である。

　広範な支店ネットワークを持たない銀
行は、オンラインバンキングおよびモバイ
ルバンキングによるチャネル強化に取り
組むと考えられる。顧客の立場からは、こ
れらの取り組みは、特に支店ネットワーク
の普及率がいまだに低い農村地域や地方
における差別化要因となりうる。
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図9：

質問：2013 年において売上を拡大する上での主要な課題は何ですか。

増加する規制要件への対応 27%

　インドネシアではマクロ経済の先行き
に対する見通しが楽観的な一方、銀行の普
及率は相対的に低水準にとどまっている。
世界銀行の調査によれば、インドネシアで
は人口の半数以上が、まともな金融チャネ
ルへのアクセスを有していない。しかし、
インドネシアにおける中流層の増加と、多
数の非銀行利用者人口が存在していると
いうことは、金融ビジネス成長の原動力と
なりうる。例えば、インドネシアにおける
貸出残高のGDPに対する比率は31%と、
アジア諸国の中ではまだ相対的に低い水
準にとどまっている。

　健全な成長と発展を通じて銀行業界の
体質を強化し、レジリエンスを高めること
は、インドネシア経済の持続的な成長を支
える上で欠かせないものである。調査によ
れば、回答者は2013年においても成長が
続くことを期待している。本セクションで
は、成長への見通しに関する銀行の見解に
ついて詳細をみることとする。

成長を続ける上での課題
　今回の調査によれば、回答者は2013年
に銀行業界が健全に成長することを期待
しているものの、一方で直面する課題も明
らかになった。具体的には、「規制要件増加
への対応」、「競争の激化」および「人材不
足」が、2013年の成長目標を達成する上
で課題の上位三つに挙げられている。

　昨年の調査でも同様の課題が挙げられ
たが、今回の調査では「競争の激化」が3位
から2位へ浮上したことが興味深い。さら
に、1位の「規制要件増加への対応」（27%）
と「競争の激化」（26%）の差はほとんどな
い。私たちは、調査の結果は人材不足が解
消されたことを意味しているわけではな
く、市場における競争力強化が課題とし
てむしろ重要度を増しているものと読み
とっている。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他 1%

不十分な IT インフラ 3%

資本不足 3%

政治の不安定性 5%

資金流動性の不足 6%

営業費および管理費への圧力 8%

ローンポートフォリオにおける
信用リスクの増大 9%

経営人材および一般労働者の不足 12%

銀行間の競争激化 26%
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　インドネシア中央銀行は、世界経済が低
迷する中で、銀行システムの強靭性を向上
させ経済への貢献度を高めるため、銀行の
効率性改善を目的としていくつかの規制
を2012年に導入、あるいは強化した。こ
れらの規制は、中核資本規模に応じて業務
内容を定めるマルチプルライセンス制度、
自己資本比率（外資系銀行の支店負債の一
定比率を流動資産で維持することを求め
る資本同等資産維持＜capital equivalence 
maintained assets＞を含む）、中小企業セク
ター向け貸出の全貸出に対する一定割合の
確保、単一の法人が複数の銀行の支配株主
となることを禁止する単一持株政策（single 
presence）などに関するものである。

　その他の規制関連で2013年に期待さ
れることは、金融サービス庁（インドネシ
ア語でOtoritas Jasa Keuangan）（OJK）の
始動である。金融サービス庁は2011年11
月に設立され、証券会社、保険会社、年金基
金、ファイナンスカンパニーおよび銀行を
含む全ての金融サービスを対象とした唯
一の規制当局となる。この新たな政府機関
は銀行に対するライセンス供与、政策立案
および監督などを行う権限を有する。当該
権限は2013年末までにインドネシア中
央銀行から委譲される。

　規制の体制整備や遵守すべき規制要件
が増加する一方、調査結果によれば、回答
者は銀行間の競争激化を予想している。お
そらく2015年にはASEAN経済共同体が
創設されることにより、市場ではより多く
の競争が生じることになる。現在の勢力図
でみると、インドネシアの銀行業界は相対
的に細切れである。数少ない大手銀行への
集中度が高まっている一方、他の東南アジ
アにおける新興国と比べて銀行数が多い。
自己資本比率規制や単一持株政策の導入
により、中小規模の銀行が規制遵守のため
に合併をすすめ、インドネシアの銀行市場
全体の競争力が高まることが期待されて
いる。

貸出および預金の伸びは継続
　全ての銀行は、2013年には貸出残高が
伸びると予想しており、大半の銀行（99%）
が二桁台の成長を見込んでいる。昨年の
調査と比べると、貸出伸び率が30%を超
えると予想している銀行数は減少した

（2012年の21%から2013年は15%へ減
少）が、これは、競争の激化が予想されてい
るためと思われる。

図10：

質問：2013 年に貴行の貸出残高はどの程度伸びると見込んでいますか。

57% 
20%~30%

15% 
30% を超える

1% 
0%~10%

27% 
10%~20%
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図11：

質問：2013 年に貴行の顧客預金残高はどの程度伸びると見込んでいますか。

図12：

質問：質問：2013 年の貸出が最も伸びるのはどの顧客セクターだと思いますか。

　貸出を伸ばすためには、相応の預金の伸びが必要になる。調査では、回答者の96%が
2013年に預金残高について二桁台の成長を予想している。

　貸出および預金の伸びに関する予測を
みると、預金の伸び率が貸出の伸び率を下
回っている。規制上、銀行は預貸率（LDR）
を78%から100%までの範囲に維持する
ことが求められており、これらの要件から
逸脱することは、法定準備金の積み増しに
つながる。貸出の伸びが預金の伸びを上回
る状態が継続すると、銀行のLDRを上昇さ

せる。インドネシア中央銀行の統計による
と、貸出の伸びの方が高かったためLDRは
2011年の78%から2012年末には83.6%
へと緩やかながら上昇した。このままで推
移すると、預金基盤が拡大しなければ、い
ずれ貸出を伸ばせなくなる時がくる。銀行
業界においては今後流動性の確保とその
コストを管理していく必要がある。

中小企業（SME）セクター向け貸出が
貸出全体の伸びに寄与
　中小企業セクター向け貸出の伸びは
2013年の貸出全体の伸びに最も寄与す
る要因と見込まれており、それに次いで消
費者向け貸出および法人向け貸出の順と
なっている。中小企業セクターが貸出の伸
びに最も寄与すると考えている回答者は、
2012年の31%から今年は44%へと大幅
に増加した。

　これは、インドネシア中央銀行が2012
年後半に導入した、貸出全体のうち最低
20%を中小企業セクターに振り向けるこ
とを義務づける規制の影響を受けたもの
であると考えられる。

貸出の伸びと資金調達の伸びの比較

（単位：10 億ルピア） 2011 2012 2013年／1月 年平均成長率

商業銀行の貸出残高（除く銀行向け） 2,200,094 2,707,862 2,688,143 7%

資金調達残高 2,785,024 3,225,198 3,205,006 5%

出典：インドネシア中央銀行出版物

40%
20%~30%

44%
10%~20%

12% 
30% を超える

4%
0%~10%

10%5% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

44%

50%
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22%

19%

消費者向け貸出

法人向け貸出

15%零細企業向け貸出
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不良債権（NPL）は安定を保っている
　調査によると、回答者の79%が、2013
年の不良債権の状況について、変化なし、
または改善すると考えている。不良債権は
銀行の貸出状況を反映するものであり、景
気循環、銀行固有のリスクプロフィール、
およびリスク管理手段の有効性といった
さまざまな要因を反映している。インドネ
シアの経済が好調な局面にあることは、不
良債権を減らす方向に働くものと考えら
れるが、意外にも回答者の21%は2013年
に不良債権が増える可能性があると見て
いる。この理由としては貸出の伸びが急速
であることや中小企業と消費者向け貸出
が増えていることが考えられる。

　下の表は、過去2年間において消費者向
け貸出における不良債権の伸び率が他の
貸出よりも高いことを示している。

図13：

質問：2013 年に不良債権の水準はどうなると思いますか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

減少

増加

変更なし

1% 大幅に減少

29%

21%

49%

銀行以外の第三者向け貸出の伸び

（単位：10 億ルピア） 2011 2012 2013年／1月 年平均成長率

運転資金 1,068,676 1,316,689 1,291,940 7%

不良債権 28,279 28,963 29,776 2%

設備投資 464,262 591,425 592,990 8%

不良債権 8,917 10,032 11,388 8%

消費者向け 667,155 799,748 803,213 6%

不良債権 10,499 11,600 12,994 7%

出典：インドネシア中央銀行出版物



インドネシアの銀行業に関する意識調査　2013         16 

図14：

質問：預金の構成に関して、2013 年の CASA 比率はどうなると思いますか。

預金の構成とその他の資金調達に対する
取り組み
　回答者の93%は、2013年のCASA比率

（預金全体に占める当座・普通預金の比率）
は横ばいまたは上昇すると予想している。
これは第三者の預金による低コストの資
金調達構造を達成することができるであ
ろうという回答者の考えに基づくもので
ある。これを達成できるかどうかは、支店
ネットワークや従来とは異なる手法を用
いた効果的なチャネルの構築にかかって
いる。顧客の預金獲得に関する競争の激化
は、預金構成の変化を促進し、預金コスト
にも影響を与えることになる。

　必要な資金を確保するためのその他の
取り組みに関して、回答者の23%が債券
またはスクークを発行する予定があると
している。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

縮小

拡大32%

ほとんど変化なし61%

7%

図15：

質問：2013 年に、事業の必要資金を調達するために債券またはスクークを発行する予定がありますか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

まだ決めていないNarrow

ある23%

ない62%

15%
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　回答者の95%は、2013年が引き続き収
益が好調な年度になると期待している。回
答者の65%は、2013年には収益性がさら
に向上すると考えている。銀行の収益の主
要な部分は貸付事業であることから、貸出
が予想されているように伸びれば銀行の
利益水準は高まる。

純金利収益（利鞘）
　東南アジア地域では、インドネシアの
銀行の利鞘が最も高いことが知られてい
る。インドネシア中央銀行のデータによる
と、商業銀行の利鞘は2012年には5.49%
に達している（2011年：5.91%）。今回の
調査では、2013年における利鞘の見通し
について、意見は分かれている。回答者の
40%は利鞘が安定すると考えているが、
32%は利鞘が縮小すると考えている。

　過去インフレが続いたことやインフ
レに対する期待が強いことを反映して、
2012年2月以降、インドネシア中央銀行
はベンチマーク金利を5.75%に維持して
いるが、これは主要国のなかでは高い部類
に入る。

図17：

質問：2013 年の利鞘はどうなると思いますか。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

拡大

縮小

ほとんど変化なし

28%

40%

32%

銀行の収益性の展望は明るい
　 イ ン ド ネ シ ア 中 央 銀 行 が 発 行 し た
イ ン ド ネ シ ア の 銀 行 業 に 関 す る 統 計

（Indonesian Banking Statistics）に よ る
と、2012年の商業銀行の収益は2011年
に比べ11.6%増加した。また、2012年の
総資産利益率（ROA）は3.11%と、2011年
の3.03%に比べ上昇している。世界的に
は銀行業の収益性が低下しているなかで

（マッキンゼー・アンド・カンパニーによ
る銀行業界の年次レビューでは、2011年
の銀行業の株主資本利益率は前年の8.4%
から7.6%へ下落したことが示されてい
る）、インドネシア銀行業界の業績は好調
を維持している。

図16：

質問：2013 年の収益性および株主資本利益率はどのようになると思いますか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

変化なし

上昇Narrow

減少

30%

5%

65%

　利鞘が相対的に高いということは、貸出
に関連するリスクが高いことに加え、経済
の成長資金を提供する上で効率が悪いこ
とを示している。銀行業界全体でみた収益
に対する費用の比率は、2011年の85.4%
から改善して2012年は74.1%に低下し
てはいるものの、アジアの銀行の中では依
然として高い水準にとどまっている。銀行
は、より効率的な業務運営と経営管理に
よって、利鞘を引き下げることができる。
業務の効率性は、規模の経済の最適化に加
え、技術革新の強化や先進的で洗練された
ITインフラを必要とするeバンキングな
どの高度なITシステムの構築といった方
法で改善することが可能である。
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図18：

質問：2013 年において M&A などの外部的成長は貴行の戦略アジェンダに含まれていますか。

はい いいえ
46%

54%

M&Aなどによる成長が
戦略上のより重要な課題となってきている
　昨年の調査では、回答者の90%以上が
内部的成長（オーガニックな成長）を予想
していると述べた。しかし、今年の回答は
大幅に異なり、回答者の46%がM&Aな
どによる外部的成長が戦略上の重要な課
題となっていると述べている。マルチプ
ルライセンス制度や自己資本比率に関す
る新しい規制は、事業規模の拡大に伴い
銀行に資本を増加させることを求めてい
る。従って、ビジネスを拡大し、競争力を
維持するため、銀行は他の銀行あるいは
金融機関の買収や戦略的提携を通じて事
業基盤拡大を検討している。改訂された
単一持株政策も、こうした外部的成長に
よる拡大戦略を促すことになろう。最近
になって、インドネシア中央銀行は2006
年から施行されている単一持株政策の改
訂を発表した。改訂された規制では、銀行
持株会社または持株機能を形成すること
により、インドネシア国内の一つ以上の
銀行を所有または所有しようとしている
者に対して選択肢を提供している。
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資本調達は今後検討
　自己資本比率規制およびマルチプル
ライセンス制度の下では、銀行は事業を
拡大するための追加資本が必要になる。
2012年末時点の自己資本比率（CAR）は
17.43%（2011年：16.05%）であったが、
回答者の61%は、まだ資本を発行する予
定がないと述べている。これは、銀行が事
業活動にかかるリスクを負担する上で、現

時点では十分な資本を保有していること
を示唆している。資本調達計画は銀行の戦
略策定に伴って行われるものであるから、
具体的な計画が立てられるまでには今し
ばらく時間を要する可能性がある。

個人向け金融セクター
　回答者の23%が、インドネシアの不動産
市場の急成長に伴い、個人向け金融事業に
おける優先分野として住宅ローンを挙げて
いる。実際にPwCとアーバン・ランド・イン
スティテュート（Urban Land Institute）の共
同刊行物である「不動産市場の新しい潮流　
アジア太平洋2013年」（Emerging Trends in 
Real Estate Asia Pacific 2013）では、ジャカル

図19：

質問：事業拡大に必要な資本を確保するため、2013 年に株式または劣後債を発行する予定がありますか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ある27%

様子を見る12%

予定はない61%

図20：

質問：2013 年において、個人向け金融事業のうち貴行において優先度が最も高いのは次のうちどれですか。
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資産運用

消費者金融

個人向けビジネスローン

クレジットカード

プライベートバンキング

その他

23%

22%

20%

20%

7%

1%

7%

タが不動産投資および開発先の候補地とし
て第1位になっている。住宅ローンに次ぐ注
力分野としては、資産運用が挙げられてい
る。これは中流階級の人口が増加したこと
で、サービスに対する需要が高まったこと
が背景にある。また、消費者人口の増加を受
けて、消費者金融および個人向けビジネス
ローンが僅差で第3位、第4位となっている。
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シャリア商品に対するファトワ
（イスラム教における勧告など）が

厳格過ぎること
4%

シャリア関連統計の推移

（単位：10 億ルピア） 2009 2010 2011 2012 2013年／1月 年平均成長率

商業銀行業務資産 2,534,106 3,008,853 3,652,832 4,262,587 4,211,039 11%

シャリア金融資産 66,090 97,519 145,467 195,018 193,110 24%

第三者による資金調達 52,271 76,036 115,415 147,512 148,731 23%

不良債権比率 4.01% 3.02% 2.52% 2.26% 2.49% -9%

出典：インドネシア中央銀行出版物

図21：

質問：シャリア金融を拡大する上での主要な課題は何ですか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

該当なし

規制による負担が過大であること

提供されるシャリア商品が
限られていること 23%

会計基準が厳格過ぎること 2%

5%

5%

人材および IT システムなどの
支援インフラが不足していること 52%

9%

シャリア金融への注目が高まっている
　下の表は、商業銀行業務に比べて、シャリア金融の潜在的な高い成長見込みと、シャ
リア金融の資産内容が継続的に改善されていることを示している。回答者の34%が、
シャリア金融は事業戦略を検討する上で優先順位が高くなっていると考えている。

　シャリア金融の発展に関しては、回答者
の52%が、システムおよび人材などのイ
ンフラ面での対応が主要な課題であると
考えている。適切なインフラの支援がなけ

れば、商品開発および市場への導入は時間
を要するものとなるが、現時点では提供で
きる商品が限られていることが回答者が
挙げている二番目の課題である。



リスク管理、コーポレートガバナンス
および規制
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図22：

質問：2013 年に、貴行にとって最も大きな影響を与えると見られるリスク要因は何ですか。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

人材および IT システムの不足から
生じるオペレーショナルリスク

貸出の質の低下から生じる
信用リスク

市場のボラティリティが高まった時に
資金調達ニーズを満たす上での

流動性リスク

法令遵守違反のリスク

市場リスク

法務リスク

風評リスク

その他

25%

22%

20%

18%

9%

3%

2%

1%

2013年の主要なリスク要因
　私たちが2010年にこの調査を始めて
以来、リスク要因のなかでオペレーショナ
ルリスク、信用リスクおよび流動性リス
クは常に上位3位に入っている。そのなか
で、今年の調査における特徴は、オペレー
ショナルリスクが信用リスクを上回り、
最も重要なリスク要因になったことであ
る。オペレーショナルリスクについては、
2012年では回答者の17%が最も重要視
していたが、2013年にはその比率が25%
に上昇している。金融制度における銀行の
仲介機能は、より先進的かつ効率的になっ
ており、それに伴って人材およびITシス
テムなどの銀行のインフラを支えるため
の要件も高度化している。適切なインフラ
の支援がない中で事業を拡大させた場合、
オペレーショナルリスクが高まることに
なる。また、継続的に貸出規模が拡大して
いることから、信用リスクは依然として主
要なリスクの一つとなっている。流動性リ
スクも引き続き、特に預金基盤や資金調達
チャネルが小規模で不安定な銀行におい
て、主要なリスク要因となっている。
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図23：

質問：貴行のリスク管理能力を考慮した上で、次のリスクに対する管理能力を 5 段階で評価して下さい。（「1」は満足
している、「5」は非常に満足している）

　銀行業務における八つの主要なリスク
の管理能力について、回答者はオペレー
ショナルリスクに対する彼らの管理能力
が、その他の領域に比べると強固ではない
と考えていることが注目される。調査で
は、オペレーショナルリスク分野について
リスク管理能力と、認識されているリスク
の大きさ、あるいは発生確率がミスマッチ
している可能性があるとの結果になって
いる。

　私たちは、オペレーショナルリスクに関
する能力不足は、銀行の複雑性と、既存お
よび新規の事業活動に対応する上での業
務上の複雑性が高まったことによって生
じた面があると考えている。

信用リスク

コンプライアンス
リスク

市場リスク

流動性リスク法務リスク

オペレーショナル
リスク風評リスク

4.2

4.0

3.8

3.6

3.4

3.2

3.0

戦略リスク
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良好なコーポレートガバナンスは
基本である
　コーポレートガバナンスは、正しいリス
クアペタイトを設定し、適切な監督を行
い、全てのステークホルダーの利益を保護
することが目的である。規制の要件や遵守
に対する期待が高まることに伴い、銀行の
コーポレートガバナンスおよびリスク管
理／コンプライアンス機能は、より密接に
関連していくことになる。リスク管理とコ
ンプライアンスの両方の機能は、銀行が事
業活動のなかでリスクをとる際に適切な
アプローチを確保する上で重要な役割を
果たす。また、より基本的なことであるが、
二つの機能は、企業統治に関する格付けの
評価においても重大な影響を与える。幸い
にも、全ての回答者がこれらの機能を統合
する方向で進めており、回答者の65%が
これら三つの機能が有効に統合されてい
ると述べている。これは前年度の調査と同
様の結果である。

図24：

質問：貴行においてガバナンス、リスク管理およびコンプライアンス活動は十分に統合されていますか。

十分統合されており
日常業務の一部と
なっている

ある程度は
統合されている

35%

65%
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監査委員会の有効性はさらなる向上が
可能である
　監査委員会は銀行内の監視機関であり、
財務報告、リスク管理および規制遵守の質
を確保するものである。回答者の59%は、
自行の監査委員会が有効に機能している
と考えている。一方で、相当数（39%）の回
答者が監査委員会の有効性を一段と向上
させたいと考えている。ベストプラクティ
スとしては、財務報告および内部統制に関
する知識を定期的に共有することや外部

監査人および内部監査人と頻繁にコミュ
ニケーションを図ることにより、監査委員
会の有効性を向上させることが提言され
ている。

内部監査は経営陣に対してより深い
見識を提供する
　調査結果によれば、内部監査機能は基本
的なアシュアランスやコンプライアンス
のチェックの範囲にとどまらず、見識を示
すということで内部監査機能の有効性が
向上していることを示している。回答者の
50%は、自行の内部監査機能が「大きな」
付加価値を提供していることに同意して
おり、回答者の39%のみが、2012年と同
様の見方を示した。

　一方、調査結果では、経営陣が内部監査
機能が従前のアシュアランスに加えて、業
務に対する見識や付加価値を提供できる
ことをまだ十分に認識していないことも
示している。

図25：

質問：貴行での監査委員会の有効性はどの程度だと思いますか。

39%
多少は有効

59%
非常に有効

2%
ほとんど
有効でない

図26：

質問：貴行の内部監査機能は、コンプライアンスをチェックするレベルのアシュアランスを超えた見識と付加価値を
どの程度提供していますか。

50%
非常に大きい

39%
多少はある

11%
あまりない
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図27：

質問：2013 年に貴行における不正リスクの水準にどのような変化が生じると思いますか。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

増加

変化なし43%

6%

減少51%

不正リスクは本当に減少しているか？
　調査は、回答者の51%が2013年には不
正リスクが減少すると予想していること
を示している。不正リスクは、不正を犯す
誘因および不正を実行する機会があるか
否かによって変動する。回答者は不正リス
クが減少していくという楽観的な見方を
示しているが、私たちはこれまでの経験か
ら、成長率が高く変化が大きい時期におい
て、また特に関連するリスクを管理する人
材が不足している場合に、不正リスクが高
まる可能性があると考えている。

回答者は、次の領域における不正リスクを
最も懸念している。
・回答者の39%は顧客と従業員との癒着

について懸念を抱いており、2012年の
調査（29%）に比べて「懸念する」と回答
した割合は大幅に増加している。内部統
制の有効性（不正防止管理を含む）は、従
業員の信頼性とリスク管理態勢構築に
対する取り組み姿勢に大きく左右され
る。従業員の信頼性については、強力な
ガバナンス、適切な「トップの気風」、倫
理方針および効果的な人材育成方針な
どによる対応で高められることができ
る。また、それと並行して、事業の拡大に
伴いリスクエクスポージャーが高まる
ため、ビジネスプロセスの継続的な品質
向上と見直しも必要である。

・eバンキングやITを使った支払手段（イ
ンターネットバンキング、クレジット
カード、デビットカード、EDC、プリペイ
ドカード）など、ITプラットフォームに
関連する不正リスクは、より重大な懸念
事項となっている。これらのチャネルを
通じた取引金額の増加に伴い、それぞれ
に対応した不正防止管理およびリスク
管理・プロセスを設計し、整備する必要
がある。
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図28：

質問：貴行のビジネスに重大な影響を及ぼすと思われる規制または規制案は、次のうちどれですか。

いずれの規制改革も同程度に
注目されている
　今回の調査では、特定の一つの規制が銀
行業界に多大な影響を与えるとは受けと
られていない。回答をみると、マルチプルラ
イセンス制度、単一持株政策、自己資本比率
規制（資本同等資産維持を含む）、および中
小企業セクター向け貸し出しの一定割合
義務付けは、いずれも同程度の注目を集め
ている。これらが経営に与える影響や対応
すべき手法については、銀行の規模および
資本量によって異なってくる。一方で、全て
の銀行に共通することは、これらの規制が
完全に導入された際には、銀行業界の構造
や競争条件が変わるということである。こ
れらの規制は相互に関連しており、銀行の
経営戦略に影響を及ぼすことになる。

　興味深いことに、FATCA（外国口座税務
コンプライアンス法）がビジネスに重大
な影響を与えると述べた回答者は全体の
僅か1%であった。これは、その他の規制が
事業に対してより直接的かつ短期的な影
響を与えるものであること、ならびに金融
サービス庁やインドネシア中央銀行がイ
ンドネシア国内での外国口座税務コンプ
ライアンス法の適用をまだ認めていない
ことが理由として考えられる。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

マルチプルライセンス制度

株式所有に対する制限

中小企業への貸出要件

自己資本比率（CAR）および
資本同等資産維持（CEMA）規制

支店開設要件

IT データセンター

預貸率規制

最低支払準備率
（Giro Wajib Minimum）

米国により施行された
外国口座税務コンプライアンス法

その他

22%

18%

16%

14%

13%

6%

3%

2%

1%

5%
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図29：

質問：規制当局によって実施されているモニタリングおよび監督の有効性はどの程度だと思いますか。

図30：

質問：規制当局は、貴行のどの分野により注力するべきと思いますか。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

リスク管理および
コーポレートガバナンスの改善

貸出分野（法人向け、商業／中小企業向け、
マイクロ、消費者向け貸出）

IT

資金調達（支店、顧客の本人確認、
マネーロンダリング防止）

市場

23%

18%

16%

法令順守 15%

人的資源 14%

8%

6%
39%
非常に有効

56%
多少は有効

5%
ほとんど有効でない

規制当局によるモニタリング
および監督は有効とみられている
　規制当局は、経済の発展や金融環境の変
化に応じて、適切な政策を継続して実施
し、マクロレベルとミクロレベルの両方で
効果的な監督およびモニタリングを実施
していると見られている。規制当局が焦点
を当てるべき分野としては、リスク管理と
コーポレートガバナンスが引き続き上位
に挙げられている。銀行は、規制当局に対

してより良好なコーポレートガバナンス
および健全なリスク管理フレームワーク
を実現するためのガイダンスを求めてい
る他、貸付およびIT分野についても一段
と注力することを望んでいる。
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2012年の業績は予算を上回った
　2012年の業績が当初の予算を下回った
と回答した回答者は11%にとどまった。
回答者の56%は、10%以上予算を上回る
ことができたと回答している。一方で銀行
は、絶え間なく変化する環境のもとで業務
を行っているため、予算を立てること自体
が困難になっている。

図31：

質問：貴行の業績は 2012 年の当初計画と比較するとどのような着地になりますか。

10%5% 15% 20% 25% 30% 35%

29%

33%

27%

7%

4%

予算を 20% 超上回る

予算を 10% ～ 20% 上回る

予算どおり

予算より 0%~10% 下回る

予算より 10% 以上下回る
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激しい人材獲得競争
　大半の銀行が成長を見込んでいるなか
で、従業員についても一定の増加が予想さ
れている。今回の調査では、回答者の48%
が、少なくとも10%以上従業員を増加さ
せる予定であると回答した。

　人材については、ビジネスモデルの高度
化や銀行がとるリスクの増大に伴い、ス
キルがあり経験豊富な人材への需要が高
まっている。回答者の68%は、そのような
人材が不足していると感じており、さらに
回答者の12%は、そのような人材は大変
不足していると回答した。

図32：

質問：貴行では 2013 年にどのような採用計画をたてていますか。

図33：

質問：銀行セクターにおいて、スキルがあり経験豊富な従業員の確保についてどのようにお考えですか。

10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

11%

37%

44%

7%

0%

50%

人員を 20% 超増やす

人員を 10% ～ 20% 増やす

人員を 0% ～ 10% 増やす

採用を凍結

人員を削減

68%
不足している

20%
十分である

12%
大変
不足している
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図34：

質問：現在の離職率はどの程度ですか。

　国内の地域ごとによって生じている、人
材の供給と需要のアンバランスを解消す
ることは、常に採用担当者が注力しなけれ
ばならない課題である。今や人材管理は銀
行業界で重要なテーマである。今回の調査
では、回答者の40%が、銀行における離職
率が10%を超えると予想している。銀行
間の競争が激しくなることは離職率にも
影響を与え、人材の出入りが激しくなると
考えられる。

5%
20% 超

27%
5% 未満

33%
5% ～ 10%

35%
10% ～ 20%
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図35：

質問：貴行ではどの業務分野において採用が最も困難ですか。

図36：

質問：貴行では 2013 年の IT 投資はどのように見込んでいますか。

　貸出業務やITなど、銀行業務のうち特
定分野において、スキルのある人材が不足
することが予想されている。これは、貸出
事業を拡大し、ITインフラの向上を計画し
ている銀行にとって人材獲得が一段と厳
しい課題となっていることを示している。

ITへの投資が増加
　ほぼ全ての回答者（99%）が、ITインフ
ラへの投資を継続すると回答した。ITイ
ンフラは、営業だけではなく、リスク管理
の有効性の向上、情報の分析、コンプライ
アンス遵守の面からも必要である。本調査

32%
貸出

4%
人材管理

4%
会計・財務

2%
事務

21%
IT

13%
資金調達

11%
市場

13%
その他etc

1%
減少する

67%
増加する

32%
変わらない

で、回答者の67%が、2013年にITインフ
ラへの投資のための支出を増加させると
回答したことは当然の結果である。
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図37：

質問：次の仕事に関係する項目についてあなたの満足度はどれくらいですか（「1」は不満足、「5」は非常に満足）。

図38：

質問：休日は何をして過ごしますか。

42%
社会的活動

1%
仕事

16%
自己啓発

17%
その他

24%
娯楽

報酬

労働環境

担当業務 社会的地位

達成感 作業の密度

労働時間

銀行員は仕事以外の時間は何をしているか
　本年度の調査では、銀行員が仕事につい
てどのように考えているか、仕事以外の時
間に何をしているかについて質問した。さ
まざまな項目のうち、回答者は、自分の担当
業務と仕事への責任および仕事に対する達
成感と労働環境に相対的に高い点数を付け
た。一方で作業密度の高さと労働時間の長
さについては、相対的に点数が低く、一部で
はより高い報酬を望む者もいた。

　一部の銀行員にとっては、休日は必ずし
もリラックスすることを意味していない。
回答者の16%は、空き時間がある場合、自
己啓発に時間を費やしている。一方で、回
答者の42%は、余暇に社会的活動を行う
と回答した。とはいえ、休日に仕事をする
銀行員が少ないことが判明したのは喜ば
しいことである。インドネシアの銀行業界
の競争環境が激化していることで、銀行員

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

にはより大きなプレッシャーがかかるこ
とが考えられるため、銀行員の仕事とプラ
イベートに大きな悪影響がもたらされな
いことを切に願う。
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